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合弁会社の設立及び特定子会社の異動に関するお知らせ 

当社は、合弁会社である株式会社 TOKYO-BAY アリーナマネジメントを設立することを決議し

ましたのでお知らせいたします。 

なお、出資が完了いたしますと、株式会社 TOKYO-BAY アリーナマネジメントは当社の特定子

会社に該当することとなるため、あわせてお知らせいたします。 

 

記 

1. 合弁会社設立の理由 

当社は現在、成長余地が大きいスポーツ市場に第二の事業の柱を立てるべく、積極的な投資

を行っております。この度、さらなる事業強化のため、アリーナ運営管理を目的とした合弁会社を

設立することを決議いたしました。 

なお、株式会社 TOKYO-BAY アリーナマネジメントにつきましては、出資の額が当社の資本金

の額の 100分の 10以上に相当することから、当社の特定子会社に該当することとなります。 

 

2. 新合弁会社の概要 

(1)名称 株式会社 TOKYO-BAYアリーナマネジメント 

(2)所在地 東京都渋谷区渋谷二丁目２４番１２号渋谷スクランブルスクエア 

(3)代表者 代表取締役社長 吉本 洋秀 

(4)事業内容 (1)アリーナの空間貸出業務、興行誘致及び予約管理業務 

(2)アリーナの自主興行業務 

(3)アリーナの飲食・物販・小売・サービス等の販売業務 

(4)アリーナの運営管理業務、施設管理業務 

(5)アリーナの協賛営業、広告営業業務 

(6) 前各号に附帯又は関連する一切の業務 



 

3. 合弁相手先の概要 

(1)名称 三井不動産株式会社 

(2)所在地 東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号 

(3)代表者 代表取締役社長 菰田 正信 

(4)資本金 340,162百万円 

(5)設立年月日 1941年 7月 15日 

(6)事業内容 総合不動産業 

(7)大株主構成

及び所有割合 

（2021年９月 30

日現在） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）  15.72％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口）  7.51％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口７） 2.57％ 

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT （常任代理人 

香港上海銀行東京支店カストディ業務部） 

2.24％ 

ステート ストリート バンク アンド トラスト クライアント 

オムニバス アカウント オーエムゼロツー 505002 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 

1.81％ 

ステート ストリート バンク ウェスト クライアント トリー

ティー 505234 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）  

1.72％ 

鹿島建設株式会社 1.39％ 

(5)資本金 50億円 

(6)設立年月日 2021年 12月 28日 

(7)大株主及び

持ち株比率 

三井不動産株式会社 14.9％ 

株式会社ミクシィ 85.1％ 

(8)上場会社（当

社）と当該会社

との関係 

資本関係 当社は、当該会社に 85.1％出資する予定で

す。 

人的関係 当該会社の取締役 1名が当社の取締役を兼

務しております。 

取引関係 当社は、当該会社から法務・総務等の業務

を委託されております。 



ビ－エヌワイエム アズ エ－ジ－テイ クライアンツ １

０ パ－セント(常任代理人 株式会社三菱 UFJ銀行）  

1.36％ 

株式会社三井住友銀行 1.35％ 

ジェーピー モルガン チェース バンク 385781 

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）  

1.28％ 

(8)上場会社（当

社）と当該会社

との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への

該当状況 

該当事項はありません。 

 

4. 合弁会社設立の日程 

(1)機関決定日 2021年 12月 23日 

(2)合弁会社設立日 2021年 12月 28日 

 

5. その他に設立する合弁会社 

(1)名称 株式会社 TOKYO-BAYアリーナ 

(2)事業内容 (1)アリーナの保有 

(2)アリーナの躯体にかかる維持・保全 

(3)アリーナの賃貸事業 

(4)前各号に付帯又は関連する一切の事業 

(3)設立年月日 2021年 12月 28日 

 

6. 今後の見通し 

本件による当社の当連結会計年度の業績に与える影響は軽微でありますが、今後公表す

べき事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

以上 


